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코토구(江東區) 홈페이지의 게재 정보는 동시 번역으로 보실 수 있습니다. 생활을 위한 정보등은 이쪽을 봐 주십시오.

［休日歯科応急診療当番医の変更のお知らせ］こうとう区報12／11号の1面「休日歯科応急診療」1／12(日)の当番医は「金子歯科」から、「いもと歯科医院(扇橋2-
1-3 ET21ビル201)☎3649-1817」に変更になりましたのでご注意ください。

(5)特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）
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（算定方式） （1期の手当額）（支給時期）
給料月額×500／100×勤続年数 23,080,000円 （任期毎）
給料月額×340／100×勤続年数 12,552,800円 （任期毎）
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副区長
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※退職手当の「1期の手当
額」は、4月1日現在の
給料月額および支給率
に基づき、1期(4年＝
48月)勤めた場合にお
ける退職手当の見込額
です。

（6）職員数の状況
① 部門別職員数の状況と主な増減理由

14人
394人
95人

1,120人
373人
3人
24人
238人

議会
総務
税務
民生
衛生
労働
商工
土木

一般行政
部門

2,261人小計

職員数区分
部門

対前年
増減数

406人教育特別行政
部門

93人その他公営企業
等会計部
門

101人 ▲8人

420人 ▲14人

2,271人 ▲10人

14人
395人
95人

1,114人
382人
3人
24人
244人

0人
▲1人
0人
6人

▲9人
0人
0人

▲6人

事務の統合縮小

事務の統合縮小、民間委託

事務の統合縮小

業務増
事務の統合縮小

事務の統合縮小

主な増減理由

合計 2,792人
[2,970]

2,760人
[2,970]

平成24年平成25年

▲8人101人93人小計

▲32人
[0]

※1 職員数は一般職に
属する職員数であり、
地方公務員の身分を有
する休職者および公社
等への派遣職員（特別
区人事・厚生事務組合、
特別区競馬組合、東京
二十三区清掃一部事務
組合、東京都後期高齢
者医療広域連合、他の
地方公共団体を除く。）
を含み、臨時または非
常勤職員を除いていま
す。
※2 公営企業等会計部
門の「その他」は、国民
健康保険事業・介護保
険事業等です。
※3 ［ ］内は、条例定
数の合計です。

終了時刻

4 職員の勤務時間等の状況
(1)職員の正規の勤務時間（標準的なもの）

午前8時30分7時間45分38時間45分
開始時刻1日の勤務時間1週間の勤務時間

午後5時15分
※施設の開始時刻および終了時刻によ
り変則勤務の場合があります。

(2)年次有給休暇の取得状況
年次有給休暇は職員の疲労を

回復させ、労働力の維持培養を
図ることを目的として年20日を
限度として与えられる休暇です。 6.9日平成24年4月1日から平成25年3月31日幼稚園教育職員

15.3日平成24年1月1日から平成24年12月31日一般職員
平均取得日数取得期間職員区分

(3)介護休暇の取得状況(平成24年4月1日から平成25年3月31日)
介護休暇は、配偶者、父母、子、配偶者の父母その他区規則で定め

る者で負傷、疾病または老齢により日常生活を営むことに支障がある
ものの介護をするため、勤務しないことが相当であると認められる場
合に6月を限度として与えられる休暇です。 3人計

2人
1人男子職員

女子職員

介護休暇取得者区分

(4)育児休業等の取得状況(平成24年4月1日から平成25年3月31日)
育児休業、部分休業および育児短時間勤務制度は、子を養育する職員が勤務を継続しながら育児を行うこと

を容易にし、職業生活と家庭生活の調和を図ることで職員の福祉を増進するとともに、行政の円滑な運営に資
することを目的とした休業です。育児休業は子が3歳に達する日まで、部分休業および育児短時間勤務制度は
小学校就学の始期に達するまで与えられます。

0人35人23年度から引き続くもの

育児短時間
勤務取得者数

1人48人取得職員数
43人

0人
1人

1人
1人

うち部分休
業取得者数

うち両休業
取得者数

うち育児休
業取得者数

3人
21人

対象者数

77人

平成24年度中に新たに育児休業が取得可能となった職員

部分休業
取得者数

うち両休
業取得者数

育児休業
取得者数

0人

※前年度より引き続き休職中の者を含む。

降給

0人0人免職

2人40人計

0人0人降任
幼稚園教育職員一般職員区分

2人40人休職
0人

5 職員の服務、分限および懲戒処分の状況
(1)分限処分の状況(平成24年4月1日から平成25年3月31日)
分限とは、職員が一定の事由によってその職務を十分に果たす
ことができない場合、または、予算・定数・職制に比べて職員数
が過大になった場合に、本人の意に反する不利益な身分上の変動
をもたらす処分であり、公務能率の維持と向上を図ることを目的
としています。

0人免職

0人0人減給

0人2人計

0人0人戒告
幼稚園教育職員一般職員区分

0人2人停職
0人

(2)懲戒処分の状況(平成24年4月1日から平成25年3月31日)
懲戒とは、職員に法令違反などの一定の義務違反があった場合
になされる処分であり、地方公共団体における規律と公務遂行の
秩序を維持することを目的としています。

参加人員

総合計

6 職員の研修実施状況(平成24年度実施分)

6回清掃職員研修

幼稚園教育職員に係る研修（江東区実施）

25人自己啓発助成制度

39回職層研修

江
東
区
研
修

回数研修名

調査研究・その他

782人168回特別区職員研修所研修合計

30人13回幼稚園教育職員に係る研修（特別区職員研修所実施）

5,663人673回

334人

748人

専門研修

167人52回ステップアップ研修

その他の機関（国、東京都、その他）が実施する研修

55人8回自治体経営研修

541人

82人9回サポート研修

47回

52人19回

職場研修

96人

4,208人397回江東区研修合計

240人18回職層研修

特
別
区
職
員

研
修
所
研
修

24人9回清掃研修

47回

162人53回

実務研修

6人

876人24回特別研修

1回

29人2回講演会・その他

741人263回派遣研修

第五ブロック（墨田、江東、足立、h飾、江戸川）合同研修

976人40回

479人23回

職員の健康保険や年金等

7 職員の福利厚生制度の状況
職員の福利厚生制度については、地方公務員法、地方公務員等共済組合法で事業内容がほぼ定められている

「法定事業」と、事業主として実施している「法定外事業」とに分けられています。

安全管理や健康診断（一部法定外）安全衛生管理

職員の公務上の災害または通勤による災害の補償公務災害補償制度

東京都職員共済組合共済制度

法 定

職員寮

法定外 23区全体のスケールメリットを生かした団体保険事業等特別区職員互助組合
互助事業

会員の相互扶助とレクリエーション施設の利用補助等江東区職員互助会

職員寮（単身）の設置

0件5件通勤災害

1件21件計

1件16件公務災害

幼稚園教育職員一般職員区分8 公務災害・通勤災害の状況
（平成24年4月1日から平成25年3月31日）

食品中の放射性物質の検査結果

区では、区内の店舗で販売されている食品や小

中学校の給食用食材などに含まれる放射性物質を

検査しています。11月は、区内流通食品18サンプ

ルの検査を行い、基準値を超えるものはありませ

んでした。給食用食材は、深川第五中、北砂小、

第二大島小、亀高小の各校5サンプル合計20サン

プルを採取して検査を行い、いずれも不検出でし

た。給食用食材は、使用する前日に検査を行って

います。また、給食で飲んでいる牛乳について、

小中学校で1サンプル(全校銘柄・工場ともに同一

種類)、保育園で11サンプルを採取して検査を行

いました。放射性物質は、不検出でした。詳細は

区ホームページをご覧ください。

［区立保育園についての問合先］保育課保育係☎

3647-9094［区立以外の保育園についての問合先］

保育課指導係☎3647-9084［小中学校についての問

合先］学務課給食保健係☎3647-9177［その他測定

全般に関する問合先］保健所生活衛生課食の安全

係☎3647-5812

土壌中の放射性物質の測定結果

11／16に土壌中の放射能の測定を実施しました。

空間放射線量の測定結果

区では、4月から定点施設10施設について毎月5

施設での測定を実施しています(上表)。第7回を

10／22、第8回を11／19に実施しました。測定値は

地上1mの平均値で、第7回は毎時0.08mSv、第8回

は毎時0.07mSvであり、国の対応方針およびガイ

ドラインが示す高い数値が検出された地点はあり

ませんでした。今後も同地点での測定を実施する

予定です▢問 環境保全課調査係☎3647-6148

※詳細は、区ホームページをご覧ください。

測定および分析は専門機関である近畿大学山崎研

究室に委託しています。分析の結果、区内小中学

校校庭9地点の地上高さ1mでの線量当量(平均値)

は0.010mSv/hで、健康に影響をおよぼす測定数

値は示されませんでした▢問 環境保全課調査係☎

3647-6148

0.004

50

0.018

平 均

55

87

線量当量
（μSv／h）

測定値
（Bq／kg）

亀戸6-36-1第二亀戸小学校

※線量当量は測定値から地上高さ1mに換算した値
※測定値は放射性ヨウ素131、セシウム134、137の合計値
※校庭改修工事のため第二砂町中は第三砂町小に、浅間竪
川小は亀戸中に、扇橋小は元加賀小に測定地点を変更

北砂小学校

住 所施設名称

6白河4-3-19元加賀小学校
0.011

0.010

27
0.002
0.005

北砂1-3-36

富岡1-18-7数矢小学校
0.001

8豊洲3-6-1豊洲北小学校

0.00210東砂3-21-5第七砂町小学校
0.00319大島8-40-13第五大島小学校
0.042216

区内における土壌中の放射能測定結果
採取日：平成25年11／16日（土）

亀戸9-2-2

23南砂6-3-13第三砂町小学校

亀戸中学校

0.08平 均

0.0398

0.08

空間放射線量
地上1m（平均値）

同日の産業技術研究センター(青海2-4-10)
の地上約1ｍモニタリングポストでの日平均値

①大島第五保育園

所在地施設名
（所在地）

0.07清澄2-11-5③清澄二丁目公園
0.06

大島4-21-3-101

枝川3-4-1-101④枝川幼稚園
0.07東雲1-7-4⑤東雲緑道公園

空間放射線量 結果一覧
（第7回測定日：平成25年10／22（火））

0.10東砂6-9先②荒川・砂町水辺公園

（第8回測定日：平成25年11／19（火））

0.08大島9-1①小名木川水辺の散歩道
地上1m（平均値）
空間放射線量

所在地施設名
（所在地）

※空間放射線量の測定単位はμSv／h
※Svは放射線による人体への影響度合いを表す単位
※産業技術研究センターでは、空間放射線量の連続測定を
実施
※同センターの測定値は、1μGly／h＝1μSv／hとして換算

辰巳1-10-57⑤辰巳中学校
0.07平 均

0.0404同日の産業技術研究センター(青海2-4-10)
の地上約1ｍモニタリングポストでの日平均値

0.08北砂5-20-16②亀高小学校
0.08扇橋3-20-11③扇橋三丁目公園
0.07塩浜2-17-8④塩浜二丁目第二公園
0.05

平成25年(2013年)12月21日江東区役所〒135-8383 東陽 4−11−28☎ 3647−9111(代)

合格者数

※その他の職種については、特別区人事委員会において試験
等を実施しています。

1 採用選考および昇任選考の状況
（1）採用選考の状況（平成24年度実施）

看護師(2回目)
4人192人232人若干名技能Ⅵ

101人約15人福祉
申込者数採用予定数職種

2人13人19人若干名看護師(1回目)
2人

87人
受験者数

8人9人若干名

30人

77人技能長

（2）昇任選考の状況（平成24年度実施）

18人90人総括係長職

27人144人技能主任

12人933人管理職
合格者数有資格者数区分

1人10人統括技能長
73人337人主任主事
28人642人係長職

3人

事務系

（2）正規職員採用者数
（平成24年4月2日から平成25年4月1日）

12人24人48人

一 般 職 員

6人

教育
職員医療

技術系
一般
技術系

99人

計

5人

福祉系

4人

技能
業務系 事務系

25人勧奨・普通退職等
定年退職

（3）正規職員退職者数
（平成24年4月2日から平成25年4月1日）

10人12人23人

一 般 職 員

1人

教育
職員医療

技術系
一般
技術系

56人4人
78人

計

5人2人
2人

福祉系

4人16人
30人

技能
業務系

土木技術・造園技術・建築技術・機械技術・電気技術・保健衛生監視・食品衛生監視一般技術系

＜参考＞ 職員数に関する状況中の一般職員の区分の詳細は次のとおりです。

医師・歯科医師・診療放射線・歯科衛生士・検査技術・栄養士・保健師・看護師

福祉・保育士・児童指導・心理福祉系

医療技術系
自動車運転・介護指導・電話交換・警備・作業Ⅰ・調理・用務・作業Ⅱ・自動車運転Ⅱ・作業Ⅲ技能業務系
幼稚園教育職員・指導主事

一般事務・社会教育事務系

教育職員

職 務区分

(参考)
23年度の人件費率

％
18.2

3 職員の給与等に関する状況
（1）総括
① 人件費の状況（普通会計決算）

％
16.9

千円
27,289,246

千円
4,726,852

千円
161,188,023

人
481,03124年度

歳出額
Ａ

住民基本台帳人口
(24年度末)区 分 実質収支 人件費

Ｂ
人件費率
Ｂ／Ａ

1人当たり給与費
Ｂ／Ａ

千円
10,648,528

② 職員給与費の状況（普通会計決算）

計Ｂ期末・勤勉手当職員手当給料
人

2,69024年度

給 与 費職員数
Ａ区 分

千円
6,846

千円
18,416,188

千円
4,272,217

千円
3,495,443

※1 職員手当には退職
手当を含みません。
※2 職員数は、平成24
年4月1日現在の人数で
す。

（2）職員の平均給与月額、初任給等の状況
① 職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）
ア 一般行政職

376,257円
(405,463円)

―
307,220円

(332,446円)43.1歳国

318,477円41.5歳江 東 区
平均給料月額平均年齢区 分

435,147円
平均給与月額

395,772円
平均給与月額(国ベース)

406,474円458,619円329,002円41.9歳東 京 都

302,576円47.4歳

イ 技能労務職

東 京 都
309,534円
(325,400円)

―
272,119円

(286,850円)49.9歳国

306,174円50.1歳江 東 区
平均給料月額平均年齢区 分

412,221円
平均給与月額

377,765円
平均給与月額(国ベース)

374,667円381,534円309,532円53.5歳

370,474円406,213円
うち清掃職員
うち用務員

376,622円434,704円298,323円45.2歳

ウ 小・中学校・幼稚園教育職員

445,556円350,213円41.2歳東京都
331,855円38.8歳江東区

平均給料月額平均年齢区 分
434,133円

平均給与月額

346,944円270,816円

③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）

短大卒

266,825円204,467円高校卒
267,275円大学卒

一般行政職

経験年数10年区 分
325,313円

経験年数15年

393,699円

317,382円
364,000円

経験年数20年

350,272円288,912円大学卒
幼稚園教育職員

281,246円244,700円193,400円高校卒技能労務職

392,756円

（4）職員手当の状況
① 期末手当・勤勉手当

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算 5〜20％
・管理職加算 10〜25％

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置
・職務段階別加算 5〜20％
・管理職加算 15〜20％

―1人当たり平均支給額(24年度)
国江 東 区

期末手当
2.60月分
(1.45)月分

勤勉手当
1.35月分
(0.65)月分

1,567千円

(24年度支給割合)(24年度支給割合)
期末手当
2.60月分
(1.45)月分

勤勉手当
1.35月分
(0.65)月分

区では毎年、職員数、給与、研修など人事行政の運営状況を公表
することとしています。この目的は、区民の皆さんに人事行政の運
営等の状況を公にすることによって、その公平性と透明性を高める

ことにあります。区報ではその概要をお知らせします。なお、人事
行政の運営状況の公表についての全文は江東区公報および江東区ホ
ームページにてご覧いただけます▢問 職員課人事係☎3647-5481

※1人当たり平均支給額は、平成24年度に退職した職員の平均額です。

② 退職手当（平成25年4月1日現在）

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（2〜20％加算）

―

（支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

（支給率）
勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額
その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（2〜20％加算）
1人当たり平均支給額 3,169千円 23,475千円

国江 東 区
自己都合
22.33月分
31.33月分
46.91月分
47.08月分

勧奨・定年
30.83月分
40.41月分
55.98月分
55.98月分

自己都合
23.03月分
32.83月分
46.55月分
55.86月分

勧奨・定年
28.7875月分
38.955月分
55.86月分
55.86月分

2,038,947千円

③ 地域手当（平成25年4月1日現在）

支給対象職員数支給率支給対象地域
3,010人18.0％江東区内

支給職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）
支給実績（24年度決算）

18.0％
国の制度（支給率）

671,590円

④ 特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

11.9％職員全体に占める手当支給職員の割合（24年度）
3種類手当の種類（手当数）

83,449円支給職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）
30,292千円支給実績（24年度決算）

福祉事務所、塩浜福祉園および
保健所職員保健・福祉業務手当

日額380円
日額270円

昇降機等の検査業務
危険高所での検査業務

都市整備部建築課
総務部経理課および営繕課、都
市整備部建築課、土木部道路課
および施設保全課ならびに教育
委員会事務局学校施設課職員

特定危険現場作業手当

日額700円廃棄物の処理に関連する業務清掃事務所職員清掃業務従事職員特殊
勤務手当

支給単価主な支給対象業務主な支給対象職員手当の名称

日額170円〜580円面接、訪問、相談業務および各
種検査業務

⑤ 時間外勤務手当

551,415千円支給実績（23年度決算）
177千円職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）

541,439千円支給実績（24年度決算）

178千円職員1人当たり平均支給年額（23年度決算）

国の制度と
異なる内容

99,314円

150,128円

1,094,648円

179,159円

1人あたり
平均支給年額
(24年度決算)

4,136千円

支給実績
(24年度決算)

支給額異なる

管理または監督する地位にある職員が週休日
または休日に勤務した場合に支給

内容および支給単価手当名

管理職員
特別勤務
手当

管理職
手当

(支給額)職務ごとの定額
部長職 128,600円
(同医療職) (142,400円)
統括課長 105,800円
課長職 91,100円
(同医療職) (94,800円)
幼稚園長 91,200円
副園長 64,700円

182,563千円

240,000円

30,282円

国の制
度との
異同

63,631円

65,114円

232,073円

1,473,250円

職務区分、支
給額

異なる

管理または監督する地位にある職員に支給

393,786千円

133,547千円

(支給額)
配偶者または配偶者を欠く第一子 13,700円
上記以外の扶養親族1人につき 5,500円
特定期間の子への加算額 4,000円
(16歳年度初め〜22歳年度末)

(支給額)
交通機関等の利用者

6か月定期券相当額
限度額：1か月あたり 55,000円

交通用具使用者
通勤距離により 2,600円〜13,000円

支給額異なる

扶養親族のある職員に支給

扶養手当

169,827千円
支給要件、支
給額

異なる

世帯主である職員に支給

住居
手当

(支給額)
扶養親族のある者 8,800円
同(単身赴任手当受給者) 4,400円
扶養親族のない者 8,300円
同(単身赴任手当受給者) 4,100円

（支給額）職務の級、号給による定額
（月額）1,120円〜4,150円

3,543千円
幼稚園教育職員に支給義務教育

等教員特
別手当

(支給額)
大学卒業後 1〜20年 175,100円
同、 21〜40年 1年ごとに減額

11,786千円
支給期間、支
給額

異なる

医師、その他専門的知識を必要とする職に従
事する職員に一定期間支給初任給

調整
手当

（支給額）
配偶者宅との交通距離による
基礎額 月額 20,000円
加算額（100km以上） 3,000円〜7,000円

240千円
距離制限、支
給額

異なる

在勤する公署の移転等に伴い、配偶者と別居
し単身で生活する職員に支給

単身赴任
手当

休日給
夜勤
手当

（支給額）
休日給
1時間当たり給与額×135／100×勤務時間
夜勤手当
1時間当たり給与額×25／100×勤務時間

104,665千円―同じ

休日または深夜に勤務した職員に支給

⑥ その他の手当（平成25年4月1日現在）

4,558千円
勤務態様、支
給額

異なる
宿直、日直を行った職員に支給

宿日直手
当 （支給額）

宿直または日直の1回あたり 9,300円

（支給額）
部長職 12,000円
統括課長、課長職または幼稚園長 10,000円
副園長 8,000円
6時間を超える勤務の場合 150／100

自動車等使用
距離区分

異なる

通勤距離が片道2km以上である職員に支給

通勤
手当

※支給割合は一般
職員の例で、
( )内は再任用
職員分です。

1.1％15人

（3）一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月1日現在）

部長またはこれに相当する職の職務8級

27.1％356人高度の知識または経験を必要とする業務を行う職の職務2級
64人下記各職務の級に属さない職の職務1級

職員数標準的な職務内容区 分
4.9％

構成比

係長、担当係長、主査またはこれに相当する職の職務4級
6.2％82人総括係長の職の職務5級

1.1％14人統括課長の職の職務7級
4.6％60人課長またはこれに相当する職の職務6級

26.3％
28.7％377人主任主事またはこれに相当する職の職務3級

345人

※1 本区の給与
条例に基づく給
料表の級区分に
よる職員数です。
※2 標準的な職
務内容とは、そ
れぞれの級に該
当する代表的な
職務です。

（4）再任用・再雇用職員数（平成25年4月1日現在）
区では高齢者の知識・経験を区民サービスの向上と行
政の効率的な運営のため、定年または勧奨退職後5年間を
限度に、退職者を再任用・再雇用として活用しています。

※地方自治法第252条の17に基づく派遣職員は除
く。

251人 62人 332人
再任用短時間勤務

19人
再雇用 計再任用常時勤務

事務系

2 職員数に関する状況
（1）正規職員数（平成25年4月1日現在）

196人733人1,216人

一 般 職 員

105人

教育職員
医療技術系一般技術系

2,759人

合計

102人
福祉系

407人
技能業務系

※再任用常時勤務職員を含
み、特別職、教育長および
地方自治法第252条の17に
基づく派遣職員は除く。

※1 「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在におけ
る各職種ごとの職員の基本給の平均です。

※2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる
扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当など

すべての諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされています。また、「平
均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま
れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
※3 国家公務員欄における「平均給料月額」および「平均給与月額(国ベース)」のかっこ書きは、給与改定特例
法による措置がないとした場合の値(減額前)です。

178,100円175,700円

② 職員の初任給の状況(平成25年4月1日現在)

短大卒

181,200円大学卒
一般行政職

江 東 区区 分

181,200円

東 京 都

―

―

一般職 163,987円
(172,200円)

総合職 172,557円
(181,200円)

国

137,200円134,900円高校卒技能労務職
195,600円193,000円大学卒

幼稚園教育職員

133,418円
(140,100円)142,700円143,000円高校卒

―

※1 幼稚園教育
職員の東京都の
欄は、小・中学
校教育職員の初
任給を記載して
います。
※2 国家公務員
欄におけるかっ
こ書きは、給与
改定特例法によ
る措置がないと
した場合の値
(減額前)です。


